
第１期中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果

国立大学法人三重大学

１ 全体評価

三重大学は、教育・研究の実績と伝統を踏まえ「人類福祉の増進」、「自然の中での人

類の共生」、「地域社会の発展」に貢献できる「人材の育成と研究の創成」を目指し、学

術文化の受発信拠点となることを基本理念とし、「三重から世界へ：地域に根ざし世界へ

誇れる独自性豊かな教育・研究成果を生み出す。～人と自然の調和・共生の中で～」と

の基本目標を掲げ、大学運営に取り組んでいる。

中期目標期間の業務実績の状況は、平成 16 ～ 19 年度までの評価では、「業務運営の改

善及び効率化に関する目標」の項目で中期目標の達成状況が「不十分」であるほか、そ

れ以外の項目で中期目標の達成状況が「良好」又は「おおむね良好」であったが、平成 20、21
年度の状況を踏まえた結果、すべての項目で中期目標の達成状況が「良好」又は「おお

むね良好」である。業務実績のうち、主な特記事項は以下のとおりである。

教育については、「生きる力」の涵養を図るための授業科目の開設により学生の満足度

が向上している。また、プレゼンテーション能力向上のための「大学生のためのレポー

ト作成ハンドブック」の作成、キャリアカウンセラー等の設置、「四日市学」等の三重県

を対象地域とした実地調査の授業科目の開設等の取組を行っている。

研究については、創造開発研究センターや三重 TLO を中心とした地域産業への技術移

転の促進により外部資金獲得額及び技術移転件数やロイヤリティ等収入が増加するなど、

研究成果が社会に還元されている。また、都市エリア産学官連携促進事業の実施、みえ

治療医療ネットワークの構築、発明届出数等の功績者の表彰等の取組を行っている。

社会連携については、三重大学振興基金や国際交流基金を活用した新留学生宿舎の建

設、地域社会のセーフティネット形成に向けた基盤整備等の取組を行っている。

業務運営については、三重大学 COE プロジェクトを実施し、中間評価により助成配分

の見直しを行うなど組織的に研究活動の推進に取り組んでおり、科学技術振興調整費や

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）等の外部資金獲得やベル

ツ賞１等賞を受賞するなど取組の成果が現れている。

財務内容については、外部資金の獲得に資するため、東海５大学新技術説明会、四日

市コンビナート産官学技術講演会、三重大学と富山大学の特許・シーズの発表会、三重

大学先端研究シンポジウム、みえ研究交流フォーラム等に取り組んでおり、共同研究、

受託研究及び奨学寄附金等の外部資金が増加している。

その他業務運営については、環境に配慮する取組である３ R（Reduce、Reuse、Recycle）
推進活動が評価され、環境省の「容器包装３ R 推進環境大臣賞」の優秀賞を受賞してい

る。また、優れた環境経営の取組として第８回日本環境経営大賞の「環境経営パール賞」

（環境経営部門の最優秀賞）を受賞している。
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２ 項目別評価

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況

（Ⅰ）教育に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のすべてが「良好」

であることから判断した。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価結果は以下のとおりであった。

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のうち、３項目が「良好」、１項

目が「おおむね良好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

２．各中期目標の達成状況

① 教育の成果等に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「教育の成果等に関する目標」の下に

定められている具体的な目標（１項目）が「おおむね良好」であったこ

とから、「中期目標の達成状況がおおむね良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、１項目が「良好」とし、

この結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目「学業の

成果」「進路・就職の状況」の結果も勘案して、総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「「感じる力」の中核を問題発見力、「考える力」の中核を主体的・批判的

・論理的思考力、「生きる力」の中核を実践的問題解決能力ととらえるなど、本学独自

の修学達成度評価方法を作成し、教育成果の検証を進める」について、平成 21 年度に

初年次学生を対象とした「４つの力」スタートアップセミナーを開発・開設し、e ポ

ートフォリオシステムにより評価システムをバージョンアップした。大学での学びが

進むにつれて、大学の教育への期待度が低下するという一般的傾向があるが、当該法

人では、上記の取組により、この傾向が改善された。また、環境・教員養成・医療等

の分野において独自の教育成果を高めるため、多様な教育プログラムを展開する取組

は、平成 20 年度に質の高い大学教育推進プログラム及び大学院教育改革支援プログラ

ム、平成 21 年度に大学教育推進プログラム２件の採択に結びついており、優れている
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と判断される。（平成 20、21 年度の実施状況を踏まえ判断した点）

（特色ある点）

○ 中期計画「本学独自の修学達成度評価方法を作成し、教育成果の検証を進める」に

ついて、三重大学の基本的教育目標に掲げる「４つの力」（感じる力、考える力、生き

る力、コミュニケーション力）を測定するために、人間発達科学研究の成果を活用し

「修学達成度評価」の開発を行っていることは、教育成果を意欲的に検証している点

で、特色ある取組であると判断される。

（顕著な変化が認められる点）

○ 中期計画「「感じる力」の中核を問題発見力、「考える力」の中核を主体的・批判的

・論理的思考力、「生きる力」の中核を実践的問題解決能力ととらえるなど、本学独自

の修学達成度評価方法を作成し、教育成果の検証を進める」について、平成 16 ～ 19
年度の評価においては、「おおむね良好」であったが、平成 20、21 年度の実施状況に

おいては、「良好」となった。（「優れた点」参照）

② 教育内容等に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「教育内容等に関する目標」の下に定

められている具体的な目標（６項目）のうち、１項目が「非常に優れて

いる」、２項目が「良好」、３項目が「おおむね良好」であったことから、

「中期目標の達成状況が良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、１項目が「非常に優れ

ている」、２項目が「良好」、３項目が「おおむね良好」とし、これらの

結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目「教育内容」「教

育方法」の結果も勘案して、総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「生きる力を涵養する」について、共通教育における「大学とキャリア形

成」に関する事業群及びキャリア・環境・国際インターンシップに関する各授業科目

が開設され、「生きる力」の涵養が図られていることは、インターンシップへの学生参

加者の増加や、学生の満足度調査における「現場体験実習やインターンシップの機会」

等の関連評価項目の満足度が顕著に向上している点で、優れていると判断される。

○ 中期計画「コミュニケーション力の涵養に効果的な指導方法を工夫する」について、

e-learning システム「三重大学 Moodle（ムードル）」や PBL 教育（Problem/Project Based
Learning）の導入を全学的に推進しており、また、『大学生のためのレポート作成ハン

ドブック』の作成等によりプレゼンテーション能力の向上に努めているなど、教育効

果を高める工夫がなされていることは、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「国際性を生かしたカリキュラムを工夫する」について、国際性を活かし

たカリキュラムの工夫の中で、教育学部において天津師範大学との協定によって生ま
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れたダブルディグリー制度が開設されていることは、学部レベルの試みとして注目に

値する点で、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「現場体験授業等、感じる力の涵養に効果的な指導方法を工夫する」につ

いて、「四日市学」など三重県を対象地域とした実地調査の授業科目が開設され、「感

じる力」の涵養に向けて、現場体験型授業を地域と関連させて展開する工夫がなされ

ていることは、特色ある取組であると判断される。

③ 教育の実施体制等に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「教育の実施体制等に関する目標」の

下に定められている具体的な目標（３項目）のうち、２項目が「良好」、

１項目が「おおむね良好」であったことから、「中期目標の達成状況が良

好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、２項目が「良好」、１

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果に加え、学部・研究科等の

現況分析における関連項目「教育の実施体制」の結果も勘案して、総合

的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「学生の社会活動、ボランティア活動、課外活動等に対して適切な支援と

指導に務める」について、学生の課外活動に対する積極的な支援を行っていることは、

環境省等が主催する「環境コミュニケーション大賞」優秀賞の受賞や、環境マネジメ

ントシステム（ISO14001）認証取得に結びついた点で、優れていると判断される。

○ 中期計画「情報基盤に関する組織・人事体制の改善、効率的な予算執行、外部資金

の獲得等運営・管理のための基盤環境整備に取り組む」について、平成 18 年度に総合

情報処理センターと附属図書館両施設の機能をウェブサイトで統合した学術情報ポー

タルセンターを設置したほか、外部資金の獲得等により情報基盤の整備が図られてい

ることは、学生の満足度調査における「学習に必要な図書・論文雑誌・データベース

等の電子情報の充実度」等の関連評価項目の満足度が顕著に向上している点で、優れ

ていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「創意に溢れた重点化教育プロジェクトを選び、全学的な実施に向けて組

織的に取り組む。（三重大学教育 GP）」について、平成 16 年度から「三重大学教育 GP」
を実施し、創意に溢れた教育プロジェクトを組織的に支援していることは、着実に実

績を上げている点で、特色ある取組であると判断される。

④ 学生への支援に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である
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（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「学生への支援に関する目標」の下に

定められている具体的な目標（１項目）が「良好」であったことから、「中

期目標の達成状況が良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、１項目が「良好」であ

ることから判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「就職情報室の充実や就職相談体制の強化を図る」について、キャリア支

援センター等を設置しキャリアカウンセラーの採用を行い、学生向け就職活動支援ブ

ック『夢への STEP』や企業向け案内『求人を予定されている企業等の皆様へ』等を

制作し、また、平成 19 年度には就職ガイダンスを年 41 回開催するなど精力的な活動

を行っていることは、就職ガイダンスに延べ 4,000 名を超える学生が参加する等の実

績を上げており、就職率の向上等に結びつけている点で、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「修学や学生生活全般にわたる相談体制の充実を図る」について、学生生

活全般にわたって相談を受ける「学生なんでも相談室」に専任カウンセラーを配置し、

学生相談にあたっているほか、学生が学生を支援する「ピアサポーター制度」の実施、

学生の悩みに対応するためのマニュアルを教職員及び学生向けにそれぞれ制作し配付

するなど、相談体制の充実に努めていることは、特色ある取組であると判断される。

（Ⅱ）研究に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のすべてが「良好」

であることから判断した。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価結果は以下のとおりであった。

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のすべてが「良好」であることか

ら判断した。

２．各中期目標の達成状況

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「研究水準及び研究の成果等に関する
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目標」の下に定められている具体的な目標（２項目）のすべてが「良好」

であったことから、「中期目標の達成状況が良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、２項目のすべてが「良

好」とし、これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関

連項目「研究活動の状況」「研究成果の状況」の結果も勘案して、総合的

に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「三重 TLO 等とも共同して地域産業への学術的知的成果や技術移転を促進

する」について、創造開発研究センターや三重 TLO を中心として地域産業への学術的

知的成果や技術移転の促進に努めていることは、共同研究費や受託研究費、奨学寄附

金等の外部資金獲得額及び技術移転件数やロイヤリティ等収入が顕著に増加するなど、

研究成果が社会に還元されている点で、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「地方自治体の地域振興プロジェクトや民間企業との地域性を生かした共

同研究事業を積極的に推進する」について、「みえメディカルバレー事業」への参画、

「みえ治験医療ネットワーク」の構築、「三重大学伊賀研究拠点」の開設等地域連携に

対して意欲的な取組がなされていることは、特色ある取組であると判断される。

② 研究実施体制等の整備に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「研究実施体制等の整備に関する目標」

の下に定められている具体的な目標（４項目）のうち、３項目が「良好」、

１項目が「おおむね良好」であったことから、「中期目標の達成状況が良

好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、３項目が「良好」、１

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果を総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「地域公共団体や地域企業との共同研究を推進する」について、地方自治

体等や地域企業との共同研究を積極的に推進していることは、三重県内における共同

研究・受託研究件数において着実な実績を上げており、とりわけ三重県等との連携に

より都市エリア産学官連携促進事業を行うなど、地域連携が具体的な事業展開に結実

している点で、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「三重大学を代表する研究課題を採択し、期限を限って特段の優遇支援を

行う。（三重大学 COE）」について、「三重大学 COE」プロジェクトを始動させ、「世界

に誇れる世界トップレベルの研究拠点」、「学部として育てたい国内トップレベルの研

究」、「学部として育てたい若手研究」の区分を設け、大学として重点的に取り組むべ
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き研究課題を明確にし、支援していることは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「成功報酬制度等の検討を含め、特許取得を教育職員活動評価の重要な項

目と位置付ける」について、特許出願等を「教員個人評価」の項目に加え、また、「国

立大学法人三重大学知的財産規程」の制定により特許出願や発明者への補償金を付与

する制度を構築し、発明届出数等の功績者の表彰を行っていることは、教職員等のイ

ンセンティブを高めている点で、特色ある取組であると判断される。

（Ⅲ）その他の目標

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（２項目）

のうち、１項目が「良好」、１項目が「おおむね良好」であり、これらの

結果を総合的に判断した。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価結果は以下のとおりであった。

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（２項目）のうち、１

項目が「良好」、１項目が「おおむね良好」であり、これらの結果を総合的に判断し

た。

２．各中期目標の達成状況

① 社会との連携に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「社会との連携に関する目標」の下に

定められている具体的な目標（２項目）のすべてが「おおむね良好」で

あったことから、「中期目標の達成状況がおおむね良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、１項目が「良好」、１

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果を総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（特色ある点）

○ 中期計画「地域住民が参画できる教育活動を充実し、継続する」について、「三重大

学災害対策プロジェクト室」を中心に地方自治体との共催により、地域住民を対象と

した防災シンポジウムを開催し、防災に関する注意や興味を喚起する試みを展開して
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いることは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「地方公共団体との相互友好協力協定を締結し、地域の特性を活かした総

合的な連携を深める」について、平成 21 年度に地域防災事業が評価され、三重県・市

町との共同事業「美（うま）し国おこし・三重さきもり塾」が「地域再生人材創出拠

点の形成」に採択されたことにより、三重県内地域の減災・防災活動を主導し、地域

作りを行う人材の育成、今後輩出される修了生を中心とした地域防災ネットワークの

形成、県内防災拠点となる NPO（非営利活動法人）の設立等の地域社会のセーフティ

ネット形成に向けた基盤を整備していることは、特色ある取組であると判断される。（平

成 20、21 年度の実施状況を踏まえ判断した点）

（顕著な変化が認められる点）

○ 中期計画「地方公共団体との相互友好協力協定を締結し、地域の特性を活かした総

合的な連携を深める」について、平成 16 ～ 19 年度の評価においては、「おおむね良好」

であったが、平成 20、21 年度の実施状況においては、「良好」となった。（「特色ある

点」参照）

② 国際交流に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「国際交流に関する目標」の下に定め

られている具体的な目標（６項目）のうち、４項目が「良好」、２項目が

「おおむね良好」であったことから、「中期目標の達成状況が良好である」

であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、４項目が「良好」、２

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果を総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「国際交流基金の募金活動を行う」について、募金活動を積極的に行い獲

得した三重大学振興基金や国際交流基金を有効に活用し、新留学生宿舎の建設という

具体的な成果につなげている点で、優れていると判断される。

（２）附属病院に関する目標

魅力的な臨床研修を遂行するために、県内外で内科・救急部門研修が可能なプログラ

ムや、大学病院救急部での通年の救急研修プログラムの作成、研修医に携帯情報端末

(PDA)を配付するなど、特色あるプログラムを提供している。診療では、臓器別診療体

制への移行、地域医療機関とも連携して、がん診療、難病疾患の治療等、高度な医療を

提供している。

今後、７対１看護体制の導入・看護職員の安定的充足に向けたさらなる取組が求めら

れる。また、自治体・関係医療機関等と連携し、救急医療・周産期医療体制の充実に向

けたさらなる取組が期待される。
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平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

（教育・研究面）

○ 県内における研修医の定着化、へき地を含めた地域医療の充実、医師不足の解消を

図るために、特定非営利活動法人 MMC（Mie Medical Complex）卒後臨床研修センタ

ーや「みえ医師バンク」を設立させて、活発な教育活動を展開している。

○ 臨床研究のために、米国、ドイツに関連診療科の医師を派遣、また、中国、タンザ

ニアから外国人教員を受け入れ、医療技術等の向上を目指した研修を実施している。

○ オーダーメイド医療として遺伝カウンセリングや遺伝子検査の実施、家族性乳がん

・卵巣がんの遺伝子検査を受託できる体制を構築するなど、先端医療を推進している。

○ 平成 16 ～ 19 年度の評価結果において評価委員会が課題として指摘した、研修医の

確保については、受入数は増加しているものの、研修医の安定的な充足が必要である

ことから研修プログラムの充実等、さらなる取組が期待される。

（診療面）

○ 都道府県がん診療連携拠点病院として、専門的ながん医療を行うとともに、地域病

院との研修会、市民公開講座の開催等、県の中心的ながん治療機関としての役割を果

たしている。

○ 生体肝移植術、腎移植術、細胞移植術等、高度先進医療を推進しており、その中で

も生体肝移植患者生存率は全国平均を上回る成績を上げている。

○ 外来再編に伴う臓器別診療体制の実施や、その家族の治療や生活支援を充実するた

めの場所（リボンズハウス）を設置、また、ポルトガル語通訳や医療ソーシャルワー

カー(MSW)の待遇改善を図るなど、医療福祉支援センターの機能強化を図っている。

（運営面）

○ 病院長と診療科長との経営懇談会で目標を掲げ、在院日数短縮、経費節減により、

収入目標を達成するなど収支の改善に努めている。

○ 病院経営戦略会議では、学外から経営の専門家を参画させ、また、経営改善委員会

に民間病院経営経験者を病院長補佐として参画させ病院の活性化を図っている。

○ 債権回収対策に対応するため、弁護士を配置し医療費未収金の未然防止、早期回収

に努め、医療費未収金を収納して改善を図っている。

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。

（診療面）

○ 平成 16 ～ 19 年度の評価結果において評価委員会が課題として指摘した、看護師の

確保については、看護師確保対策ワーキングで種々の方策に取り組んでいるものの、

特定機能病院等に求められている７対１看護体制を導入していないことから、さらな

る取組が求められる。

（３）附属学校に関する目標
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教育学部附属学校園は、学部との緊密な連携の下に、新たな教育を探求する実験校及

び新たな質が求められる教育職員養成の実地研究の場としての機能強化を目指しており、

附属学校で学部教員が授業を実施するなど、学部と連携した教育実習改善への取組を進

めているとともに、授業を参観した大学院生と学部生のための有意義な教育実地研究の

場としての附属学校の機能の充実を図っている。

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 学部の「教育実習指導のあり方研究会」に各附属学校園から２名が参加し、教育実

習の改善を図るとともに、演習科目「教育実地研究基礎」を学部教員と連携して実施

している。平成 19 年度には教育実習事前指導の大綱案が決定され、事前指導における

学部と附属学校の役割分担の適切化が図られている。また、平成 21 年度には「学習指

導案形式共同開発プロジェクト」を立ち上げ、これまで附属学校の各教科で用いられ

ている学習指導案を教科間の共通理解を図りながら整理するため、附属小学校及び学

部の教員が協同して検討を行っている。

○ 小学校では、大学・三重県・津市と連携した「国際教育推進プラン」に参加し、中

学校では、天津師範大学附属中学校と覚書を交わし、生徒・教員間の交流教育を実施

するなど、国際理解教育を進めている。

（Ⅳ）定員超過の状況

○ 平成 16 年度から平成 21 年度まで一貫して人文社会科学研究科及び工学研究科の定

員超過率が 130 ％を上回っていることから、今後、速やかに入学定員の見直しを含め

定員超過の改善を行うことが求められる。
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Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事の適正化、

④事務等の効率化・合理化

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 三重大学 COE プロジェクトを実施し、中間評価により助成配分の見直しを行うなど

組織的に研究活動の推進に取り組んでおり、科学技術振興調整費や独立行政法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）等の外部資金獲得やベルツ賞１等賞を受

賞するなど取組の成果が現れている。また、三重大学教育 GP プログラムの実施では、

天津師範大学（中国）とのダブルディグリー制度の創設、魅力ある大学院教育イニシ

アティブへの採択、教育の実践と研究を通じて日本語と中国語教育に関する指導法等

の改善策を明確化するなど取組の成果が現れている。

○ 業務改善活動推進グループの設置や業務改善推進マニュアルの作成・配布等の取組

により、各種事務手続きや契約事務業務の簡素化、契約方法の見直し等の業務改善を

実施している。また、事務組織のフラット化、組織編成の柔軟化に向けて、課及び係

組織を廃止し、チーム制を導入している。

○ 教員の個人評価を本格実施し、平成 21 年度から評価結果を給与等の処遇に反映して

いる。事務職員については、人事評価を本格実施し、平成 22 年度から評価結果を給与

等処遇に反映することとしている。

○ 育児・介護中の女性教員に対して、女性ポスドクによる研究補助・支援を行うなど、

女性教員に対する支援に取り組み、平成 21 年度における女性教員数は 104 名（対平成

15 年度比 18 名増）、女性教員比率は 14.4 ％（対平成 15 年度比 3.0 ％増）となってい

る。

○ 平成 16 ～ 19 年度の評価結果において、評価委員会が課題として指摘した、大学院

博士課程における学生収容定員の充足率が 90 ％を満たさなかったことについては、平

成 20 年度 93.2 ％、平成 21 年度 97.3 ％となっており、指摘に対する取組が行われてい

る。

○ 平成 16 ～ 19 年度の評価結果において評価委員会が課題として指摘した、外国人教

員の増加については、平成 21 年度より各学部において外国人を特任教員（教育担当）

に採用する場合は人件費の 50 ％を支援する施策等を進めた結果、平成 15 年度と比べ

て人数・割合ともに増加しており、指摘に対する取組が行われている。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 33 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（参考）
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平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が不十分である

（理由） 中期計画の記載 33 事項中 32 事項が「中期計画を上回って実施している」又は「中期計

画を十分に実施している」と認められるが、１事項について「中期計画を十分に実施して

いない」と認められ、さらに、大学院博士課程において学生収容定員が 90 ％を満たさな

かったこと等を総合的に勘案したことによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

①外部研究資金その他の自己収入の増加、②経費の抑制、

③資産の運用管理の改善

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 大学のシーズを発表し、外部資金の獲得に資するため、東海５大学新技術説明会、

四日市コンビナート産官学技術講演会、三重大学と富山大学の特許・シーズの発表会、

三重大学先端研究シンポジウム、みえ研究交流フォーラム等を開催するなどの取組に

より、平成 21 年度の共同研究、受託研究及び奨学寄附金による外部資金は 18 億 6,000
万円（対平成 16 年度比４億 2,000 万円増）となっている。

○ 一般管理費のうち、光熱水費等について、コスト削減アクションプログラムを策定

し、平成 21 年度は平成 16 年度と比較して、水道光熱費で 27.9 ％、清掃費 16.9 ％、定

期刊行物購入費で 40.1 ％の経費節減に努めている。

○ 自律的自己収入の増加方策として、飲料等自動販売機の貸付料方式の見直し、附属

農場の牛の売り払い、職員宿舎の入居率の向上等に取り組み、平成 21 年度の収入は

6,520 万円（平成 15 年度比 3,115 万円増）となっている。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 11 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 11 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中期計画

を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。
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（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

①評価の充実、②情報公開等の推進

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 学長自らが発信する「学長ブログ」により、大学の諸活動、学長の日々の業務や行

事に参加した感想、大学運営に関する意見等を分かりやすく紹介し、また、国立大学

法人経営や附属病院経営問題についてテレビ局や新聞社への取材に積極的に対応し、

三重大学の存在意義を情報発信している。

○ 大学広報誌「三重大 X（えっくす）」を活用して広報活動を行うとともに、大学への

意見・要望等、情報収集等の双方向性の広報活動を行っている。また、大学の最新ニ

ュース、在学生の諸活動等をメールマガジンにより配信し、大学のアピールに努めて

いる。

○ 現代・明治期・江戸期といった時代の流れをウェブサイト上で見ることができる地

図情報コンテンツ「歴史街道 GIS（地理情報システム）」の作成に三重県と共同で取組

み、構築・公開している。

○ IT の有効活用等により中期計画・年度計画の進捗状況管理等自己点検・評価の作業

の効率化に向けた取組が期待される。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載６事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載６事項すべてが「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記の

状況等を総合的に勘案したことによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

①施設設備の整備・活用等、②安全管理

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 施設・設備を有効活用するため、施設の利用状況等のデータベースを構築し、利用

率の低い箇所等について仕様変更等の提案を行っている。また、全学共用スペース使

用内規を策定し、施設の現地調査やスペース使用料の徴収を行っている。

○ 環境マネジメントシステムの構築による運営を開始し、環境マネジメントシステム
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（ISO14001）を取得するなど環境に配慮した取組を実施している。また、３ R（Reduce、
Reuse、Recycle）推進活動が評価され、環境省の「容器包装３ R 推進環境大臣賞」の

優秀賞を受賞している。

○ 環境省と財団法人地球・人間環境フォーラム主催の環境コミュニケーション大賞「環

境配慮促進特定事業者賞」を「環境報告書 2006」、「環境報告書 2008」、「環境報告書 2009」
により受賞している。また、優れた環境経営の取組として第８回日本環境経営大賞の

「環境経営パール賞」（環境経営部門の最優秀賞）を受賞している。

○ 大学施設災害発生時参集要項や危機管理マニュアル（自然災害対応編）を整備し、

地震発生時における初動態勢等を明確にし、図上訓練や実行動の訓練を実施している。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 11 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 11 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中期計画

を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。
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